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知財取引ガイドライン及び契約書ひな形の改正について 

（傘下会員への周知要請） 

 

 

中小企業庁では取引適正化に向けた取組を進めているところ、知的財産に係る取引

についても不適正な取引慣行が存在していることを踏まえ、令和３年３月に知的財産

取引に関するガイドラインを策定し、問題ある事例の防止に向けた取組を行ってきま

した。 

 

令和４年４月には知財Ｇメンを配置、知的財産に係る取引の問題に特化してヒアリ

ングを実施する体制を構築しヒアリング調査を実施してきた中で、発注者の指示に基

づく業務において、第三者との間に知的財産権等に係る紛争が発生した場合に、その

責任及び負担を受注者のみに一方的に転嫁する契約条項を複数発見いたしました。 

 

このような契約条項は、下請中小企業振興法に基づく振興基準及び当該振興基準が

参照する「知的財産取引に関するガイドライン」及び「契約書ひな形」（以下、「ガイ

ドライン等」という。）の観点から望ましくないものであることから、今般、これを抑

止するため、ガイドライン等を改正、公表いたしました（別添）。 

 

中小企業庁としては、引き続き知的財産に係る取引の適正化を推進してまいります

ところ、貴団体におかれましては、傘下会員に対し、本ガイドライン等の改正を周知

いただき、ガイドライン等の趣旨が徹底されるよう促すなど、取引適正化に資する取

組を一層推進していただくようお願いいたします。 

 

以上 


